
 

保育部会 常任委員会  

 

日時：令和 6 年 6 月 4 日（火）午後 3 時～5 時 

会場：大阪府社会福祉会館  5 階 501 会議室  

・部会長挨拶  

・児童育成協会  情報提供  …別添  

 

《協議題》  

１．大阪府より報告 …資料 1-1、 1-2 

 

 

 

 

２．中央情勢について …全保協ニュース  参考資料  

 

 

 

 

３．近畿ブロック保育研究集会（京都府大会）参加勧奨について  …資料 2 

 

 

 

 

４．保育士等キャリアアップ研修の実施予定について  …資料 3  

 

 

 

 

５．調査研究委員会からの報告  …資料 4  

 

 

 

 

６．地域貢献事業推進委員会からの報告   

 

 

 

 

７．大阪府保育士会からの報告   

 

 

 

 

 

 



 

８．各ブロックからの報告  

北摂ブロック   

豊中市   

高槻市   

北大阪ブロック   

枚方市   

寝屋川市   

東大阪市   

八尾市   

南大阪ブロック   

堺ブロック   

泉州ブロック   

大阪市   

 

９．その他 

・閉会挨拶  

 

 

 

（常任委員会進行輪番表）  

今回  次回      

北摂  泉州  堺  河内  南大阪  北大阪  

 

 
次回常任委員会  令和 6 年 7 月 2 日（火）午後 3 時～ 5 時  

大阪府社会福祉会館  5 階  501 会議室  

 

 



























子 育 第 １ ３ ３ ４ 号 

令和６年５月２２日 

 各 市町村教育・保育主管課長 様 

 

 

大阪府福祉部子ども家庭局子育て支援課長 

 

 

大阪・関西万博テーマソング「この地球（ほし）の続きを」の活用について（通知） 

 

 

 

日頃から、本府児童福祉行政の推進にご協力をいただきありがとうございます。 

さて、標記について、別添のとおり公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会広報・プロモー

ション局長より依頼がありました。 

つきましては、貴管内の保育所、地域型保育事業所、認定こども園及び認可外保育施設の権限移

譲済み市町村におきましては、貴所管の各認可外保育施設あて周知をお願いします。 

なお、本申請等のお問い合わせにつきましては、下記の【本申請等の問い合わせ先】にお問い合

わせください。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本申請等の問い合わせ先】 

公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 

広報・プロモーション局 企画部 事業推進課 

テーマソング担当 

電話：06-6625-8659（直通） 

e-mail：themesong_dl@expo2025.or.jp 

大阪府福祉部子ども家庭局子育て支援課 

認定こども園・保育グループ 佐藤 北村 萬代 

電 話：06-6944-6678（ダイヤルイン） 
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日博協第 1051 号 

令和６年５月 15 日 

 

大阪府福祉部子ども家庭局 子育て支援課長 

 

公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 

広報・プロモーション局長 

 

大阪・関西万博テーマソング「この地球（ほし）の続きを」の活用について（依頼） 

 

時下、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。平素は、大阪・関西万博の機運醸成に

ご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、2025 年 4月 13 日に開幕する大阪・関西万博は、「いのち輝く未来社会のデザイン」

をテーマに掲げ、大阪・夢洲において 184 日間開催されます。参加を表明している国・地

域、国際機関の数は 160 を超え、1970 年の大阪万博のおよそ２倍、日本国内で開催された万

博では過去最多となっています。海外パビリオンのほか、８人のプロデューサーによるシグネ

チャーパビリオン、13 の企業や団体による民間パビリオン、空飛ぶクルマ等の次世代技術の

先取り体験、毎日開催されるさまざまなイベントやショーなど、世界最先端の技術やサービス

が集まります。 

当協会では、アンバサダーのコブクロによるオフィシャルテーマソング「この地球（ほし）

の続きを」を、多くの方に親しんでいただくことにより、開幕に向けた機運を盛り上げている

ところです。このテーマソングは、誰もが気軽に口ずさめるシンプルなメロディー、1970 年

大阪万博へのオマージュも込められた歌詞で、万博への期待感とその先への希望が感じられる

楽曲となっております。 

万博を応援する目的での使用は原則使用料が発生せず、当協会ホームページから音源データ

をダウンロードいただけます。楽しいダンスや、踊りやすい盆踊りの振付けも作成しており、

吹奏楽、合唱、ピアノ等の楽譜も無償でご提供していますので、運動会や発表会、部活動など

教育活動の様々な場面でご活用いただきたくお願いいたします。 

つきましては、当テーマソングのご活用について別紙のとおりまとめましたので、管轄先教

育機関等への周知について、お取り計らいのほど何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

【お願いしたい周知先】 

・大阪府下（大阪市外）公立・私立保育園 

・大阪府下（大阪市外）公立・私立認定こども園 

 

 

 

 

【お問い合わせ】 

公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 

広報・プロモーション局 企画部 事業推進課 

テーマソング担当：恵・西川・吉田 

Mail：themesong_dl@expo2025.or.jp 

 

-2-



 

（別紙）  

 

1. 大阪・関西万博オフィシャルテーマソング「この地球（ほし）の続きを」 

 

 

   アーティスト：コブクロ 

   作詞・作曲：小渕 健太郎・黒田 俊介 

   ミュージックビデオ：https://youtu.be/22TWo8A9r9s?si=8t9CZbwudt8cn0O7 

 

2. テーマソング使用申請サイト（音源データをダウンロードできます） 

URL：https://themesong-dl.expo2025.or.jp/ 

※ご使用の際には、サイト内の確認事項を遵守してください。 

※CD で再生を希望される場合は音源データを CD-R 等の媒体に書き込んでください。 

 

3. 振付け 

ダンス振付け：https://youtu.be/roCzNPrqS_Q?si=ubK7kowtXqXbFT26 

盆踊り振付け：https://youtu.be/N2a_NJ29jxs?si=e9gwnBE4KF1aB2CZ 

 

4. 楽譜の申し込み 

URL：https://forms.office.com/r/fcahybQHY9 

※ご使用の際には、サイト内の確認事項を遵守してください。 

 

【ご提供している楽譜】 ※組み合わせて使用可能です。 

・吹奏楽用  ・オーケストラ用   

・ピアノソロ用（初心者向け、中級者向け、上級者向けの３種類）  

・合唱用（ソプラノ、アルト、テノール、バスの混声四部合唱及びピアノ伴奏用）  

・コード付きメロディー譜（原曲を一段の五線に集約した「C メロ譜」。ギターやピアノ

の弾き語り、2～3 名でのアンサンブルなどにアレンジいただけます。）  

 

 

【お問い合わせ】 

公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 

広報・プロモーション局 企画部 事業推進課 

テーマソング担当：恵・西川・吉田 

Mail：themesong_dl@expo2025.or.jp 
 

EXPO2025 テーマソング 
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大阪・関西万博が2025年４月から始まります！
開催期間：2025年４月13日（日）ー 10月13日（月）
開催場所：大阪 夢洲（ゆめしま）
テーマ：いのち輝く未来社会のデザイン

オフィシャルテーマソング「この地球（ほし）の続きを」
の楽曲・楽譜が、万博を盛り上げる目的であれば、無償
でご使用いただけます。
この曲で万博に向けて盛り上がろう！！

＜お問い合わせ＞

公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会

広報・プロモーション局 企画部 事業推進課 テーマソング担当

TEL：06-6625-8659 E-mail：themesong_dl@expo2025.or.jp

大阪・関西万博の前売チケット発売中！

詳細は裏面をご覧ください。

コブクロ「この地球の続きを」
ほ し

①テーマソングを使用する時は、申請が必要です。
※万博へ の機運醸成 と し て の

イ ベ ン ト 等 で B G M を使用 す る こ と も 可能 で す 。

※使用 に は条件が あ り ま す 。 サ イ ト の 注意事項 を よ く お 読み く だ さ い 。

■楽曲使用申請サイト
https://themesong-dl.expo2025.or.jp/

②ダンスがあります。

振付け解説動画を

みて、踊ろう！

https://youtu.be/roCzNPrqS_Q

※楽曲等使用の注意事項を確認の上、きまりを守ってご使用ください。

※ よくある質問をhttps://themesong-dl.expo2025.or.jp/view.php?temp=page_faqにまとめています。ご一読ください。

※振付け動画や楽譜などを活用し、本楽曲をイベントやSNS等で披露される場合も、

①の「使用申請サイト」への申し込みが併せて必要となります。

③ダンスは、盆おどり

バージョンもあります。

こちらもおすすめです。

https://youtu.be/N2a_NJ29jxs

④楽譜もあります。
吹奏楽用、オーケストラ用、

ピアノソロ用、合唱用,

  コード付きメロディー譜があります。

楽譜申し込みフォームは、
コチラです。

EXPO2025 テーマソング

大阪・関西万博 オフィシャルテーマソング

大阪・関西万博

公式キャラクター

ミャクミャク
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1 

 

福祉部万博こども招待事業ポスターの掲示について（お願い） 

 

〇事業概要 

 
 

 

〇チケット配付手法 
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〇ポスターについて 
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令和６年６月４日 

大阪府子育て支援課 

 

地域限定保育士試験の実習受入について 

 

大阪府では、保育人材確保の取組みとして、後期の保育士試験において、「実技試験による通常

試験」と、「保育実技講習会による地域限定保育士試験」を同時実施しています。 

保育実技講習会は、保育実践見学実習を必修科目としており、実習生の受入について、ご協力

くださいますよう、よろしくお願いいたします。 

 

１．地域限定保育士試験について 

・国家戦略特別区域制度を活用した保育士試験で、大阪府知事が実施する保育実技講習会の受

講を修了した場合に、実技試験を免除します。 

・合格者は、地域限定保育士として登録され、登録後３年間は大阪府内のみで保育士として働

くことができ、登録後３年経過すれば、全国で保育士として働くことができます。 

 

２．保育実技講習会の内容について 

・保育実技講習会の受講を選択した受験者は、筆記試験合格後、通常の実技試験の代わりに本

講習会を受講します。 

・見学実習（１日間）を含む６科目の講習を、５日間かけて計 27時間受講します。 

 

≪ 保育実技講習会（地域限定）≫  （参考） ≪実技試験（通常）≫ 

科目 区分 時間数  試験分野 備考 

保育の表現技術（音楽表現） 演習 ６  

音楽表現 

・課題曲２曲を弾き歌い 

・ピアノ、ギター、アコーディオンのい

ずれかで演奏 

保育の表現技術（造形表現） 演習 ６  

保育の表現技術（言語表現） 演習 ６  

保育実践見学実習（事前指導） 講義 １  
造形表現 保育の一場面を絵画で表現（45 分） 

保育実践見学実習 実習 ６  

保育実践見学実習（事後指導） 演習 ２  
言語表現 

・３分間のお話 

・課題を 1 つ選択 合計  27  

   
 ※３分野から２分野を選択。 

※満点の６割以上の得点で合格 

 

３．見学実習における受入協力施設の推薦・調整について 

・令和６年度の受入人数は１施設あたり、概ね２名で調整したいと考えています。 

（参考）直近の保育実技講習会受講者数と合格者数 R3 R4 R5 

直近の保育実技講習会 受講者数 372人 439人 301人 

直近の地域限定保育士試験 合格者数 350人 417人 275人 

 



令和６年６月４日 

大阪府子育て支援課 

４．保育実践見学実習の内容について（詳細は説明会等で改めて説明予定） 

・保育実践見学実習は、受講者１名につき１日（各日９時～16 時）実施します。 

・実習のプログラムは、施設内見学、オムツ交換・遊び等の観察、食事介助、寝かしつけなど

各施設の状況にあわせて設定いただきます。 

・実習終了後、施設において受講者ごとに評価票（様式）の作成をお願いします。 

※積極性、保育技術の習得等６項目について４段階評価 

※実技講習会の修了認定は、見学実習の評価票だけでなく、その他の演習等における評価

を総合的に判断して大阪府が行います。 

・実習が円滑に行われるよう、受講者に対して事前に、保育実技講習会の講師から「保育実践

見学実習（事前指導）」の講義と、事務局から指導を行います。 

 

５．令和６年度のスケジュールについて（案） 

 実習受入にかかるスケジュール 参考 

７月～８月 受入協力施設の募集  

９月～10月 受入協力施設へ説明会の案内 保育実技講習会 委託事業者の決定 

10 月 19、20日  後期保育士試験 筆記試験 

11 月 説明会 開催 
※実地（大阪市内）及びオンライン 

 

中旬  筆記試験 合格者確定 

下旬 受入協力施設へ 

受入人数・志望動機等を送付 

 

12 月１日 保育実技講習会 開始  

17～20日 保育実践見学実習（４日間）  

下旬 評価表 提出  

１月中旬  後期保育士試験 合格発表 

 

 （参考）講習会スケジュール例  

【土日コース】 【短期間コース】 

１（日） 音楽 17（火） 言語 

７（土） 造形・事前指導 18（水） 造形 

15（日） 言語 19（木） 音楽・事前指導 

17（火） 見学実習 20（金） 見学実習 

21（土） 事後指導 21（土） 事後指導 

※就労している方でも受講しやすいよう、平日だけではなく土日のみや短期間で受講できるコースなど、 

複数のコースを設定。 
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－今号の目次－ 

◆ 【再周知】能登半島地域で勤務可能な保育職員等の募集について（福サポいしかわ）

 ························································································· 1 

◆ ふくし未来塾（第 4期）の塾生募集中（全社協 中央福祉学院）・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆ 【再周知】能登半島地域で勤務可能な保育職員等の

募集について（福サポいしかわ） 

「全保協ニュース No.23-59」でご案内した通り、令和 6年能

登半島地震発生にともない、石川県福祉の仕事マッチングサポ

ートセンター「福サポいしかわ」では、職員の不足が特に深刻

な能登半島地域の福祉施設で勤務（就職）可能な方（保育士・

介護職員など）を募集しており、こども家庭庁を通じて周知依

頼がありましたのでお知らせいたします。 

現在、穴水町の 2法人が求人情報を掲載していますので、ご

周知へのご協力のほどよろしくお願いいたします。 

【求人情報】※掲載情報から抜粋 

➢ 穴水福祉会（平和こども園） ：保育士 

⇒ 正職員 1名、正職員以外 2名（常勤 1名、パート 1名） 

➢ 神杉保育園 ：保育士 

⇒ 正職員 2名 

№24-04                     2024（令和 6）年 5 月 1 日 

全保協ニュース 
〔協議員情報〕 

全 国 保 育 協 議 会 

TEL. 03-3581-6503  FAX. 03-3581-6509 

ホームページアドレス〔 https://www.zenhokyo.gr.jp 〕 

https://www.zenhokyo.gr.jp/
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【募集職種】保育士・介護職員など 

【勤務場所】七尾市・輪島市・珠洲市・志賀町・穴水町・能登町に所在する保育・高齢・

障害等の福祉施設・事業所 

【応募方法】特設ページ（ https://www.ishi-fuku.jp/ ）から応募 

       ① 資格情報・条件等を登録 

         ※登録者の氏名・連絡先や所持している資格のほか、希望職種・分野

や勤務形態、希望賃金等を登録します。 

       ② 登録内容に照らし、「福サポいしかわ」より提案できる施設・事業所

について連絡 

【求人情報】https://www.ishi-fuku.jp/noto/ 

【問合せ先】福サポいしかわ（石川県福祉の仕事マッチングサポートセンター） 

      TEL：076-234-1151 

詳細につきましては、別添資料をご確認ください。 

 

 

 

 
全国社会福祉協議会では、６月に開講する「ふくし未来塾」第４期生を募集中です。 

ふくし未来塾は、「全社協 福祉ビジョン 2020」がめざす「ともに生きる豊かな地域社会」

を実現するために、公益性と非営利性を基本とする社会福祉法人のトップリーダー・経営

人財の育成を見据え、社会が必要とする社会福祉実践の理論と実践の実学とともに、実務

家の資質に必要とされる倫理的価値観の形成と人間力を涵養することを理念としています。 

令和 7年 3月までの約 1年間を受講期間として、前期プログラム（開講式及び演習等の

集合形式）、後期プログラム（定期のオンライン演習）、通期プログラム（オンラインによ

る動画視聴とレポート提出）のカリキュラムを予定しています。 

6 月 13・14 日に行う開講式・キックオフミーティングには全社協 村木 厚子 会長ほか

全社協役員も参画し、集合研修では、塾生同士、塾生と講師を交えた対話による学び、意

識醸成を図ります。 

募集内容の詳細は、全社協・中央福祉学院「ふくし未来塾」ホームページをご参照の上、

ホームページに掲載の申込フォームよりご応募ください。 

‐「全社協 福祉ビジョン 2020」推進事業‐ 

ふくし未来塾（第 4 期）塾生募集中 
 

https://www.ishi-fuku.jp/
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「ふくし未来塾」ホームページ  

https://www.gakuin.gr.jp/training/miraijuku/ 

 

・受講期間 令和 6年 6月から令和 7年 3月まで 

※ 集合研修：2日＋3日の合計 5日間 

（6月 13～14日 8月 24～26日・会場：ロフォス湘南） 

・定  員  40人 

・対  象  以下のいずれかを満たす方 

       ・社会福祉法人役職員で、法人からの推薦があること 

       ・全社協構成団体の会員法人役職員で、法人から推薦があること 

・受 講 料  119,900 円(消費税等込） 

・応募方法  上記ホームページに掲載している応募フォームよりお申込みください。 

・申込締切  令和 6年 5月中旬 

・問合せ先  全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

      （TEL.046-858-1355 E-mail z-gakuin@shakyo.or.jp ） 

 

https://www.gakuin.gr.jp/training/miraijuku/


 

 

 

 

 

  

令和 6 年 3 月 26 日（火）  
石川県健康福祉部厚生政策課  

課長  蟹由 宗臣 

直通電話 076-225-1410  

能登半島地域で勤務していただく介護職・保育職の募集について 

 

１．概要  

令和６年１月１日に発生した「能登半島地震」の影響により、石川県内の福祉

施設の職員が大幅に不足しています。 

石川県福祉の仕事マッチングサポートセンター「福サポいしかわ」では、職員

の不足が特に深刻な能登半島地域の福祉施設で勤務していただける方（介護職

員・保育士など）を募集します。 

 

２．募集概要 

 （１）募集職種：介護職員・保育士など 

 

 （２）勤務場所：七尾市・輪島市・珠洲市・志賀町・穴水町・能登町に所在する 

高齢・障害・保育等の福祉施設・事業所 

 

 （３）募集方法：以下の特設ページから募集 

対象の求人（県外にお住まいの方の応募を想定した求人）情報 

を掲載（随時更新） 

         https://www.ishi-fuku.jp/noto/ 

※石川県介護・福祉の仕事魅力の発信ポータルサイト「いしふく」内に設置 

 

 （４）募集開始：令和６年３月２６日（火）～ 

 

 （５）そ の 他：石川県福祉の仕事マッチングサポートセンター「福サポいしか

わ」において、求職者へのサポートやマッチング等の調整を行う 

 

 



能登半島地域で勤務していただく 

介 護 職 ・ 保 育 職 
のみなさまを募集しています 

◆令和６年１月１日に発生した「能登半島地震」の影響により、石川県内の福祉施設の職員が 

   大幅に不足しております。 
 

◆石川県福祉の仕事マッチングサポートセンター「福サポいしかわ」では、職員の不足が特に深刻な  

 能登半島地域で勤務していただける福祉職（介護職・保育職）のみなさまを募集しています。 
 

  勤務場所：七尾市・輪島市・珠洲市・志賀町・穴水町・能登町 
 

◆福サポいしかわの専門スタッフが丁寧にサポート・調整します。お気軽にご連絡ください。         

お問い合わせ 

石川県福祉の仕事マッチングサポートセンター「福サポいしかわ」 
（社会福祉法人 石川県社会福祉協議会） 

TEL:076-234-1151 （利用時間：土日祝日を除く 午前９時～午後６時） 

E-mail： fukusapo@isk-shakyo.or.jp 

詳細、応募は 

こちらから⇒ 

ト ロ ク 
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－今号の目次－ 

◆ 【事務連絡】「保育所等のホームページにおけるこどもの性的な部位を含む画像等の
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◆ 令和６年度 教育・保育施設長ステージアップ研修 「基礎編」、「専門・発展編」の 

お申し込み受付を開始しました ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

◆ 『2023年版 保育施設における感染症の知識と対応』を刊行しました ・・・・・・・・・5 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆ 【事務連絡】「保育所等のホームページにおけるこども

の性的な部位を含む画像等の掲載等について（注意

喚起）」が発出される（こども家庭庁等） 

令和 6 年 5 月 7 日、標記事務連絡が発出されました。 

これは、保育所等のホームページにおいて掲載されていた子どもの性的な部位を含む画

像が、第三者により性的な目的で使用される事例があるとの報道を受け、保育所等のホー

ムページ等にそうした画像等が残っている場合には、至急削除することを注意喚起するも

のです。 

✓ こどもの人権を尊重し、生涯にわたる人格形成の基礎を培う場である保育所等にお

いて、性的な部位を含む画像等が掲載されるようなことは、あってはならない 

✓ 各保育所等において改めてホームページ等を確認し、こどもの性的な部位を含む画

像等が残っている場合には、至急削除をされたい 

※ 性的な部位・・・性器・肛門・これらの周辺部、臀部又は胸部 

詳細は、別添資料をご確認ください。 

№24-05                     2024（令和 6）年 5 月 8 日 

全保協ニュース 
〔協議員情報〕 

全 国 保 育 協 議 会 

TEL. 03-3581-6503  FAX. 03-3581-6509 

ホームページアドレス〔 https://www.zenhokyo.gr.jp 〕 

https://www.zenhokyo.gr.jp/
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◆ 令和６年度 教育・保育施設長ステージアップ研修 

「基礎編」、「専門・発展編」のお申し込み受付を開
始しました 

全保協では、令和 4 年度に改訂した「教育・保育施設長の学習領域」の内容に加え、保

育を取り巻く最新情勢を捉えた講義を組み込み、「教育・保育施設長ステージアップ研修」

を開催しています（旧「教育・保育施設長専門講座」）。 

研修は「基礎編」と「専門・発展編」の 2 コースとなり、教育・保育施設長に求められ

る資質・能力の向上を図るべく、令和 6 年度研修のお申し込み受付を開始しています。 

「基礎編」のみの参加、「専門・発展編」のみの参加も可能です。 

 

「基礎編」は 3 週間程度のオンデマンド配信を事前学習としてご視聴いただきます。そ

のうえで、参集会場にて事前学習を踏まえ、講師からのご講義を受け、参加者同士のグル

ープワークを行っていただきます。 

事前学習（オンデマンド配信）（6/24～7/16） 

⚫ 本研修の意義・小論文の書き方 中村学園大学教授 那須信樹 氏 

⚫ 教育・保育施設長としての資質・専門性・責務 京都大学名誉教授 鯨岡 峻 氏 

⚫ 教育・保育施設長としてのリーダーシップ 大阪公立大学名誉教授 関川芳孝 氏 

⚫ 福祉・保育の理念と歴史 淑徳大学特任教授 柏女霊峰 氏 

⚫ 保育・子育て支援の制度・基本的仕組みの理解 関西大学教授 山縣文治 氏 

⚫ 教育・保育施設長としての社会的使命 大阪総合保育大学教授 大方美香 氏 

⚫ 教育・保育施設の経営のための知識・技術 
社会保険労務士法人ﾜｰｸ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 

代表 菊地加奈子 氏 

⚫ 行政説明 こども家庭庁成育局保育政策課 
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ワーク型学習（参集）（7/22） 

11:10 

～12:40 
⚫ 教育・保育施設長としての社会的使命 大阪総合大学教授 大方美香 氏 

13:30 

～14:30 
⚫ 園長としての自身の課題 全保協研修部会員 

14:45 

～16:25 

⚫ 教育・保育施設の経営のための 

知識・技術  

社会保険労務士法人ﾜｰｸ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 

代表 菊地加奈子 氏 

「基礎編」の申込締切は 6 月 7 日（金）です。（定員(100 名)になり次第、締切） 

お申し込みは、参加申込サイトよりお申込みください。 

【参加申込サイト】https://www.mwt-mice.com/events/2024stageup1/login 

開催要項等の詳細は下記ホームページをご参照ください。 

【開催要項】 

https://www.zenhokyo.gr.jp/cms/wp-content/uploads/2024/04/240418kiso.pdf 

 

 

「専門・発展編」は前期と後期の 2 日程で構成され、講義により施設長に求められるも

のを学ぶ「前期」と、前期を踏まえて自園で取り組んだ内容を報告し合う「後期」で構成

しています。 

「後期」は自らが関心のあるテーマを選択し、少人数（10 名程度）のグループとなって、

テーマに沿った自園での取り組みを報告します。同じ課題意識を持った参加者からのそれ

ぞれの取り組みや、ディスカッション、報告に対する学識者からの解説を聞くことができ、

自らの取り組みを深めることができます。 

昨年度参加された方の声 

◆ 発表でさまざまな地域の方のお話を聞き、新たな視点や課題がみつかり、自園の取

り組みへの意欲がさらに高まりました。 

◆ 実践報告はどのようにまとめればよいか悩みましたが、今の自分たちの取り組みを

まとめて発表することで、あらためて自施設の取り組みについて振り返り、整理が

できました。 

◆ 他の園の実践を聞けるのはとても参考になりますし、モチベーションも上がりま

す。今回もいろいろとまねしてみようと思える内容がありました。 

参加申込サイト 
 

開催要項 
 

https://www.mwt-mice.com/events/2024stageup1/login
https://www.zenhokyo.gr.jp/cms/wp-content/uploads/2024/04/240418kiso.pdf
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【前期】課題学習編（参集）（9/5～9/6） 

◆ 教育・保育施設長としての質の向上の取り組み① 東京純心大学特任教授 小川清美 氏 

◆ 地域の保育機能を強化する 鎌倉女子大学准教授 榊原久子 氏 

◆ 虐待に対する地域・関係機関との連携 
子どもの虹情報研修センター 

副センター長 増沢 高 氏 

◆ 教育・保育施設長としての質の向上の取り組み② 大谷大学名誉教授 佐賀枝夏文 氏 

◆ 地域子育て支援に果たす役割の理解 武庫川女子大学教授 倉石哲也 氏 

◆ 地域・関係機関との連携 文京学院大学教授 金子恵美 氏 

 

【前期終了後】動画配信（視聴は任意） 

◆ 行政説明 

◆ 本講座の意義・小論文の書き方・発表資料の作り方 

 

【後期】実践発表編（参集） ※選択するテーマにより日程が異なります 

2 月 19 日（水） 2 月 20 日（木） 

◆ 教育・保育施設長としての質の向上

の取り組み①（小川清美 氏） 

◆ 虐待に対する地域・関係機関との連携 

（増沢 高 氏） 

◆ 教育・保育施設長としての質の向上

の取り組み②（佐賀枝夏文 氏） 
◆ 地域の保育機能を強化する（榊原久子 氏） 

◆ 地域・関係機関との連携 

   （金子恵美 氏） 

◆ 地域子育て支援に果たす役割の理解 

（倉石哲也 氏） 

「専門・発展編」の申込締切は 8 月 2 日（金）です。（定員(80 名)になり次第、締切） 

お申し込みは、参加申込サイトよりお申込みください。 

【参加申込サイト】https://www.mwt-mice.com/events/2024stageup2/login 

開催要項等の詳細は下記ホームページをご参照ください。 

【開催要項】 

https://www.zenhokyo.gr.jp/cms/wp-content/uploads/2024/05/240508stageup.pdf 

 

 

 

 

参加申込サイト 
 

開催要項 
 

https://www.mwt-mice.com/events/2024stageup2/login
https://www.zenhokyo.gr.jp/cms/wp-content/uploads/2024/05/240508stageup.pdf
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◆ 『2023 年版 保育施設における感染症の知識と対応』

を刊行しました 

全国保育協議会では、平成 20 年 6 月に『保育現場における感染症の知識と対応』を発行

して以来、改訂増補を重ね、多くの保育関係者の皆さまにご活用いただいてきました。 

令和 5 年 5 月に「保育所における感染症対策ガイドライン（2018 年改訂版）」が一部改

訂され、新型コロナウイルスに関する情報が追記されたことに伴い、『2023 年版保育施設

における感染症の知識と対応』として、新たに刊行しました。 

購入の際には、全保協ホームページの「刊行物」ページにて、チラシをダウンロードの

うえ、トロルに FAX にてお申し込みください。 

https://www.zenhokyo.gr.jp/publications/ 

定価：1,000 円（税込・送料別） 

【書籍の購入に関するお問合わせ先】 

トロル TEL 042‐392‐5304／FAX 0120‐456‐476 

 

 

https://www.zenhokyo.gr.jp/publications/


事 務 連 絡 

令和６年５月７日 

 

各都道府県保育主幹部（局） 

各都道府県私立学校主管部（局） 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 

附属幼稚園又は附属幼保連携型認定こども園を置く 

各 国 立 大 学 法 人 担 当 課 

 

こども家庭庁成育局保育政策課 

こども家庭庁成育局保育政策課認可外保育施設担当室 

こども家庭庁成育局成育基盤企画課 

文部科学省初等中等教育局幼児教育課 

 

保育所等のホームページにおけるこどもの性的な部位を含む画像等の掲載等について

（注意喚起） 

 

今般、保育所や幼稚園などのホームページにおいて掲載されていたこどもの性的な部

位を含む画像が、第三者により性的な目的で使用される事例があるとの報道がなされて

います。 

こどもの人格を尊重し、生涯にわたる人格形成の基礎を培う場である保育所、地域型

保育事業所、認可外保育施設、認定こども園及び幼稚園（以下「保育所等」という。）

において、施設のホームページにこどもの画像等を掲載するにあたっては、こどもの権

利を守る観点から、十分な配慮が必要であり、性的な部位を含む画像等が掲載されるよ

うなことは、あってはならないことです。 

今般の事案も踏まえ、保育所等におけるこどもの性的な部位を含む画像等の掲載等に

ついて、下記のとおり注意喚起しますので、各都道府県等におかれては、内容について

十分に御了知のうえ、域内の市町村への周知を行うとともに、域内の保育所等に対して、

適切に注意喚起されるようお願いします。 

記 

 

〇 保育所等において、こどもの性的な部位（※）を含む画像等を、ホームページ等に

掲載するなどして不特定・多数の者が閲覧可能な状態にすることは、こどもの権利を

守る観点から問題であるため、各保育所等において改めてホームページ等を確認し、

そうした画像等が残っている場合には、至急削除をされたい。 

（※） 性器・肛門・これらの周辺部、臀部又は胸部 

 御中 



〇 なお、「刑法の改正等に伴う保育士の欠格事由の追加等について」（令和５年７月 13

日こ成基第 65号こども家庭庁成育局長通知）において、「正当な理由があって撮影さ

れたものであっても、撮影者や掲載者の意図にかかわらず、わいせつな目的で利用さ

れる場合があることに十分に配慮し、その態様や閲覧可能な者の範囲等が適切なもの

となるよう特に慎重に検討する必要がある」こと等を示しているところであり、不特

定・多数の者が閲覧可能な状態にしないことはもとより、その保育所等のこどもの保

護者に閲覧できる者が限定される場合等を含め、不適切な使用がなされないようにす

ること。 

 

（別添）「刑法の改正等に伴う保育士の欠格事由の追加等について」（令和５年７月 13

日こ成基第 65号こども家庭庁成育局長通知） 

【下記を除く本件の保育所等に関する問合せ先】 

●こども家庭庁成育局保育政策課 企画法令第一係 

ＴＥＬ：03-6858-0058 

 

【令和５年７月通知についての問い合わせ先】 

●こども家庭庁成育局成育基盤企画課 

ＴＥＬ：03-6861-0054 

 

【本件の幼稚園に関する問合せ先】 

●文部科学省初等中等教育局幼児教育課 企画係 

ＴＥＬ：03-6734-3136 
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こ 成 基 第 65 号 

令和５年７月 13日  

 

各 都 道 府 県 知 事 

各指定都市・中核市市長 

 

 

こども家庭庁成育局長  

 

  

刑法の改正等に伴う保育士の欠格事由の追加等について 

 

 

保育士については、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「法」という。）第 18条の５

で欠格事由について規定されるとともに、法第 18 条の 19 で登録の取消事由について規定され

ているところです。また、国家戦略特別区域限定保育士についても、国家戦略特別区域法（平成

25年法律第 107号）第 12条の５第４項及び同条第８項において準用する法第 18条の 19で同様

に規定されているところです。 

本年６月 23日に「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」（令和５年法律第 66号。以下

「刑法等一部改正法」という。）及び「性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録さ

れた性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律」（令和５年法律第 67 号。以下

「性的姿態撮影等処罰法」という。）が、本年７月５日には「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正

する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令」（令和５年政令第 235 号）及び「性的な姿

態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去

等に関する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令」（令和５年政令第 236 号）が、それ

ぞれ公布され、当該各法令について本日７月 13日に施行されました。両政令により児童福祉法

施行令（昭和 23 年政令第 74 号）第４条及び国家戦略特別区域法施行令（平成 26 年政令第 99

号）第６条が改正されるなどしています。 

また、これらに伴い、「保育士による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な指針につい

て」（令和５年３月 27日付け子発 0327第５号厚生労働省子ども家庭局長通知）を併せて改正し、

本日より適用することとします。 

ついては、本改正の概要及び留意事項は下記のとおりですので、内容を十分御了知の上、貴管

内の施設に対して遅滞なく周知するとともに、各都道府県知事におかれては、管内市区町村に対

して周知し、その運用に遺漏のないよう配意願います。 

なお、本通知の内容は、法務省刑事局と協議済であるとともに、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67号）第 245条の４第１項の規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

殿 

別添 
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第一 改正の概要 

１ 児童福祉法施行令第４条及び国家戦略特別区域法施行令第６条について 

 保育士の欠格事由について、法第 18 条の５第３号及び国家戦略特別区域法第 12 条の５第４

項第３号の「児童の福祉に関する法律の規定」として、下記の罪について規定する、刑法等一部

改正法による改正後の刑法第 182 条及び性的姿態撮影等処罰法第２条から第６条までのうち第

２条第１項第４号及び第５条第１項第４号に係る部分の規定が追加されること。 

 

(１) 新刑法第 182条関係 

16歳未満の者に対して下記①から③までのいずれかの行為を行うこと。 

① わいせつの目的で、下記アからウまでのいずれかの手段を用いて面会を要求 

ア 威迫・偽計・誘惑 

イ 拒まれたのに反復 

ウ 利益供与又はその申込みや約束 

② ①の結果、わいせつの目的で面会 

③ 性交等をする姿態、性的な部位を露出した姿態などをとってその映像を送信すること

を要求 

 

(２)  性的姿態撮影等処罰法第２条から第６条まで関係 

 ① 正当な理由（※１）がないのに 16歳未満の者の性的姿態等（※２）を撮影 

 ② ア又はイの行為 

  ア ①の撮影又は⑤の記録による性的姿態等の画像(性的影像記録)を提供 

   イ 性的影像記録を不特定・多数の者に提供又は公然と陳列 

③ ②をする目的で、性的影像記録を保管 

④ 不特定・多数の者に、正当な理由（※１）がないのに 16 歳未満の者の性的姿態等の

影像を影像送信（ライブストリーミング） 

⑤ ④により影像送信された性的姿態等の影像を、情を知って記録 

※１ 例えば、こどもの生活の様子を保護者に伝えるために遊びの場面を撮影する場合、自園の保護

者のみが視聴できるようにした上でそうした影像を影像送信する場合、けがや病気に際して保護者

や医師に症状を伝えるために、あるいは、虐待のおそれがあるときに記録のために撮影する場合等

は、一般的には、「正当な理由」があると考えられる。 

※２ 性的な部位（性器・肛門・これらの周辺部、臀部又は胸部）、身に着けている下着のうち現に

性的な部位を直接・間接に覆っている部分、わいせつな行為・性交等がされている間における人の

姿をいう。 

 

 なお、刑法等一部改正法による改正後の刑法及び性的姿態撮影等処罰法に規定する上記以

外の罪（不同意わいせつ等）を含め、禁錮以上の刑が処せられた者については、法第 18 条

の５第２号及び国家戦略特別区域法第 12 条の５第４項第２号に該当するため、欠格事由の対

象となるので留意すること。 
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２ 児童生徒性暴力等について 

 保育士の登録の取消事由について、刑法等一部改正法及び性的姿態撮影等処罰法の附則によ

り「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」（令和３年法律第 57号。以下

「教育職員性暴力等防止法」という。）第２条第３項に規定する「児童生徒性暴力等」に、刑

法等一部改正法による改正後の刑法第 182 条の罪及び性的姿態撮影等処罰法第２条から第６

条までの罪（教育職員性暴力等防止法第２条第２項に規定する「児童生徒等」（※）に係るも

のに限る。）に該当する行為が追加されること。 

※以下に掲げる者をいう。 

① 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、

高等学校、中等教育学校及び特別支援学校並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園に

在籍する幼児、児童又は生徒 

② 18 歳未満の者（①に該当する者を除く。） 

 

第二 留意事項 

(１) 保育所等がその管理するこどもの性的姿態等の画像を使用するに当たっては、正当な理

由があって撮影されたものであっても、撮影者や掲載者の意図にかかわらず、わいせつな目

的で利用される場合があることに十分に配慮し、その態様や閲覧可能な者の範囲等が適切な

ものとなるよう特に慎重に検討すること。 

 

(２) 保育所等において保育士がこどもの様子を撮影・記録等するに当たっては、保育所等の管

理下において適切に行う必要があること。 

 

(３) 欠格事由等の該当有無の確認に当たっては、申請書に加えて、保育士の登録を受けようと

する者に、必要に応じ、判決書の提出を求めること等により詳細な確認を行うことが考えられ

ること。 

 なお、欠格事由等に該当するおそれがあるものの、本人から判決書の提出がなされないなど

事実関係の特定が困難な場合には、都道府県知事は、児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省

令第 11号）第６条の 34の２に基づく確認を行うため、例えば、保育士の本籍地の市町村に対

し、保育士の犯罪の経歴に関する情報の照会を行うとともに、必要に応じ、刑事確定訴訟記録

法（昭和 62年法律第 64号）に基づき、保管記録について、地方検察庁に対して閲覧・謄写の

請求・申出を行うことも考えられること。 

 

(４) そのほか、保育士の登録や登録の取消しに当たっては、関係法令や、「保育士登録の円滑

な実施について」（平成 15 年 12月１日付け雇児発第 1201001 号厚生労働省雇用均等・児童家

庭局長通知）、「保育士登録の取消しに関する事務について」（平成 30 年３月 20 日付け子発

0320 第５号厚生労働省子ども家庭局長通知）、「保育士による児童生徒性暴力等の防止等に関
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する基本的な指針について」（令和５年３月 27 日付け子発 0327第５号厚生労働省子ども家庭

局長通知）等により、その運用に遺漏なきようにすること。 

 

 

（添付） 

・刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令 

 （令和５年政令第 235号） 

・同 新旧対照表 

・「性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係

る電磁的記録の消去等に関する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令」（令和

５年政令第 236号） 

・同 新旧対照表 

・「保育士による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な指針」新旧対照表 

・「保育士による児童生徒性暴力等の防止等に関する基本的な指針について」（令和５年

３月 27日付け子発 0327第５号） ※改正後全文 

 

（参考） 

・「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」等の関係資料（法務省ホームページ） 

 https://www.moj.go.jp/keiji1/keiji12_00200.html 

 

https://www.moj.go.jp/keiji1/keiji12_00200.html
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----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆ 「こども・若者」輝く未来創造本部ヒアリングに出席し、意
見を表明（保育三団体協議会） 

令和 6 年 5 月 15 日、本会奥村尚三会長は、全国私

立保育連盟丸山純常務理事、日本保育協会吉田学理事

長とともに、自由民主党「こども・若者」輝く未来創

造本部に出席し、意見表明を行いました。 

今回は「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（骨

太の方針 2024）に向けたヒアリングであり、下記事項

について伝えるとともに、「こども誰でも通園制度」の

運用等が地域によって異なり格差が生じていること、「こどもまんなか」ということは家庭

への支援も重要であり、主任保育士等の役割が重要であることを伝えました。 

（意見書一部抜粋） 

１．「子ども・子育て支援金制度」の使途等 

○ 今国会で成立が見込まれている「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律案」により創

設される「子ども・子育て支援金制度」は「加速化プラン」に基づく施策の実施に充てられる

ものです。その主旨に従い、確実に子ども・子育て世帯のために活用することを明記してくだ

さい。 

○ 令和６年度の就学前教育・保育施設整備交付金について、第一次交付でそのほとんどの予算額

が使用される結果となりました。「こども誰でも通園制度」の整備も認められるなど、「こども

まんなか」社会の実現に向けた新たな制度での活用も見込まれ、今後も必要な施設整備を図る

ことができるよう十分な予算の確保をお願いします。 

 

№24-06                     2024（令和 6）年 5 月 21 日 

全保協ニュース 
〔協議員情報〕 

全 国 保 育 協 議 会 

TEL. 03-3581-6503  FAX. 03-3581-6509 

ホームページアドレス〔 https://www.zenhokyo.gr.jp 〕 

 

 

 

 

 

（右から奥村会長、丸山常務理事、吉田理事長） 

https://www.zenhokyo.gr.jp/
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２．「こども誰でも通園制度」の主旨 

○ モデル事業を実施した園では、在宅で子育てする家庭の子どもが、保育者の専門性に接するこ

とで成長することや、それが保護者に伝えられることで保護者にもよい影響があることが報告

されています。しかし、保護者のためだけとなりかねない制度運用をしている自治体も存在す

るようです。真に子どものための制度となるよう、また、自治体間で格差が生じないよう、そ

の主旨を徹底するよう明記してください。 

○ 制度を確実に実施するために専門性の高い保育者の確保が不可欠です。現在、保育人材確保は

困難な課題であり、保育人材確保施策の強化を明記してください。 

 

３．安全・安心な保育の継続と公定価格の充実 

（１）職員配置基準の改善 

○ 当初「こども未来戦略方針」で記載されていた 1歳児の配置基準の改善は、「加速化プラン期

間中の早期に、6対 1から 5対 1への改善を進める」とされ、改善されていません。 

○ まずは、1歳児についても早急に改善いただくとともに、応答的なかかわりが重要な時期であ

る 2歳児の配置基準の更なる改善についても明記してください。 

○ 他方、近年子どもの発達の個人の差も大きく、個別に対応する必要性が増しています。25 対

1、5 対 1という配置基準は、子ども・子育て支援新制度制定時に確認された内容であり、当

時とは子ども・子育て世帯を取り巻く状況が変わっています。看護師や栄養士、調理員、事務

員等の保育士以外の職員の配置基準も含め、配置基準が適当なのか、しっかり精査することを

明記してください。 

（２）公定価格の改善 

○ 公定価格の算定は個別費目の積み上げ方式を堅持するとともに、職員の勤続年数や保育現場の

必要な費目が適切に評価されているかどうか、今一度精査することが必要です。 

○ 現在そして将来の世代にとって魅力ある職場・職種となり、保育者が安心して働き続けられる

ような、公定価格の基本単価の引き上げや福祉職俸給表の見直しも含めたさらなる処遇改善に

ついて明記してください。 

○ なお、社会福祉施設職員等退職手当共済制度についてはその存続・延長が必要です。また、令

和６年の春闘では、一般企業の賃金が大幅に上昇（ベースアップ等）と報道されています。こ

れらは人事院勧告にも反映されると推測しますが、公定価格についても、これまでとおり人事

院勧告準拠のルールを確実に実行してください。 

（３）主任保育士の必置化 

○ 保育所・認定こども園には、地域のすべての子ども・子育て家庭への支援が期待されています。

その支援の中核的な役割を担うのが、主任保育士・主幹保育教諭です。 

○ 主幹保育教諭は認定こども園法に規定されている一方、主任保育士は法的に規定されていませ

ん。また、主幹保育教諭の配置は公定価格上の配置基準に含まれていますが、主任保育士の配

置については、要件を満たした場合に加算により措置されるという、果たしている役割の重要

性に比べて非常に不安定な状況です。 

○ 主任保育士がその専門性を十分に発揮し、保育の質をさらに向上させ、地域でその役割を果た

すため、児童福祉法等に明確に位置付けるとともに、加算ではなく、公定価格上の配置基準に

含み、専任必置化とすることを明記してください。 

 

４．人口減少地域における保育のあり方 

○ 「『新子育て安心プラン』の後の保育提供体制について」において、「人口減少地域を念頭に、

多機能化や地域共生の観点での支援や、地域における子育ての拠点として施設機能維持が必要



3 

ではないか」とされました。 

○ 人口減少地域において、子どもの育ちを保障し、子育て家庭を支援するため、真に必要とされ

る社会資源として、また子どもの居場所が維持・確保できるよう、認可を受けた保育施設等と

して地方自治体が責任を持って維持することなど、保育の場の確保ができる施策の実現に取り

組むことを明記してください。 

○ また、人口減少地域では、保育人材の確保も含め、地域の保育ニーズに即した保育の提供が喫

緊の課題です。これは、地域住民の生活の存続に直結する問題です。各地域において、各々の

自治体が地方版「子ども・子育て会議」を活性化し機能を向上させ、地域の保育のあるべき姿

を明確にするよう働きかけることを明記してください。 

 

５．子育て家庭の負担軽減 

○ 令和元年 10月から、3歳以上児の家庭及び 3歳未満児の住民税非課税世帯の家庭が負担する

保育料の無償化が実施されました。 

○ 少子化傾向を反転させるためには、すべての子どもの育ちについて、どこに生まれても、どん

な家庭に生まれても、健やかな育ちの保障することが必要です。 

○ その実現に向けて、「子ども・子育て支援金制度」を活用した無償化の拡充などの検討につい

て明記してください。 

 

６．働き方改革 

○ 日本は長時間（平均で週 50時間以上）働いて

いる割合が最も高い国の一つであり、ワーク

ライフバランスに苦慮している保護者が多い

国でもあるとされています。 

○ 保育所等においても 11時間開所が求められ、

保護者の就労の関係で、開所時間のすべてを

園で過ごす子どももいます。それは、国がめ

ざす「こどもまんなか」の社会でしょうか。 

○ 安心して子どもを産み育てる環境を整えると

ともに、家族で過ごす時間を大事にしながら

子育てができる社会とし、保護者の働き方も「こどもまんなか」にすることが、少子化反転に

つながると考えます。日本の長時間労働を是正する施策をすすめることを明記してください。 

 

詳細な意見書は、別添 PDF資料をご確認ください。 

 

（「こども・若者」輝く未来創造本部の様子） 
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令和 6年 5月 15日 

自由民主党政務調査会 

「こども・若者」輝く未来創造本部 

本部長 後藤 茂之 様 

 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国保育協議会 会長 奥村尚三 

公益社団法人 全国私立保育連盟 会長 川下勝利 

社会福祉法人 日本保育協会 理事長 吉田学 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（骨太の方針 2024）に向けた意見 

 

我が国の少子化と人口減少の状況は想定を上回る厳しい局面にあり、「こども未来戦略」

のなかで「我が国が直面する、最大の危機である」とされています。さらに、経済・社会

システムを維持するため緊急かつ最重要課題として、これからの６～７年が少子化傾向を

反転できるかどうかのラストチャンスであるとされました。 

そのため、「「加速化プラン」において明示されている「全てのこども・子育て世帯を切れ

目なく支援する」には、安定した財源の確保とともに実効性のある施策が求められます。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」、「「こども大綱」を具体化すべく作成される「こ

どもまんなか実行計画」において、下記について明記していただきますよう、ご意見申し

あげます。 

 

１．「子ども・子育て支援金制度」の使途等 

○ 今国会で成立が見込まれている「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律案」

により創設される「子ども・子育て支援金制度」は「加速化プラン」に基づく施策の

実施に充てられるものです。その主旨に従い、確実に子ども・子育て世帯のために活

用することを明記してください。 

○ 令和６年度の就学前教育・保育施設整備交付金について、第一次交付でそのほとん

どの予算額が使用される結果となりました。「「こども誰でも通園制度」の整備も認め

られるなど、「「こどもまんなか」社会の実現に向けた新たな制度での活用も見込まれ、

今後も必要な施設整備を図ることができるよう十分な予算の確保をお願いします。 

 

２．「こども誰でも通園制度」の主旨 

○ モデル事業を実施した園では、在宅で子育てする家庭の子どもが、保育者の専門性

に接することで成長することや、それが保護者に伝えられることで保護者にもよい

影響があることが報告されています。 

しかし、保護者のためだけとなりかねない制度運用をしている自治体も存在するよ
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うです。「こども誰でも通園制度」は「こどもを中心に考え、こどもの成長の観点か

ら『全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備する」ことが主旨

であるはずです。真に子どものための制度となるよう、また、自治体間で格差が生じ

ないよう、その主旨を徹底するよう明記してください。 

○ 制度を確実に実施するために専門性の高い保育者の確保が不可欠です。現在、保育

人材確保は困難な課題であり、保育人材確保施策の強化を明記してください。 

 

３．安全・安心な保育の継続と公定価格の充実 

（１）職員配置基準の改善 

○ 令和６年度より 4，5歳児および 3歳児の配置基準が改善されました。一方で、当初

「こども未来戦略方針」で記載されていた 1歳児の配置基準の改善は、「加速化プラ

ン期間中の早期に、6 対 1 から 5 対 1 への改善を進める」とされ、改善されていま

せん。 

○ 子どもたちにしっかりと向き合い、「保育所保育指針」「幼保連携型認定こども園教

育・保育要領」のねらいを達成するため、配置基準の改善は急務です。まずは、1歳

児についても早急に改善いただくとともに、応答的なかかわりが重要な時期である

2歳児の配置基準の更なる改善についても明記してください。 

○ 他方、近年子どもの発達の個人の差も大きく、個別に対応する必要性が増していま

す。配慮が必要な子ども、気になる子どもも増えています。25 対 1、5 対 1 という

配置基準は、子ども・子育て支援新制度制定時に確認された内容であり、当時とは子

ども・子育て世帯を取り巻く状況が変わっています。看護師や栄養士、調理員、事務

員等の保育士以外の職員の配置基準も含め、配置基準が適当なのか、しっかり精査

することを明記してください。 

（２）公定価格の改善 

○ これまでの処遇改善加算措置によって職員の給与は年々増加してはいますが、それ

でもなお保育士と全産業の労働者の平均賃金の間には依然約５万円の差があります。 

○ 令和元年実施の経営実態調査においても明らかなように、職員の平均勤続年数が

年々伸びている実態がある中で、公定価格の算定は個別費目の積み上げ方式を堅持

するとともに、職員の勤続年数や保育現場の必要な費目が適切に評価されているか

どうか、今一度精査することが必要です。 

○ 現在そして将来の世代にとって魅力ある職場・職種となり、保育者が安心して働き

続けられるような、公定価格の基本単価の引き上げや福祉職俸給表の見直しも含め

たさらなる処遇改善について明記してください。 

○ なお、社会福祉施設職員等退職手当共済制度についてはその存続「・長長が必要です。 

また、令和６年の春闘では、一般企業の賃金が大幅に上昇（ベースアップ等）と報道

されています。これらは人事院勧告にも反映されると推測しますが、公定価格につ

いても、これまでとおり人事院勧告準拠のルールを確実に実行してください。 
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（３）主任保育士の必置化 

○ 「こども誰でも通園制度」や「身近な相談機関（かかりつけ相談機関）」など、保育

所・認定こども園には、地域のすべての子ども・子育て家庭への支援が期待されてい

ます。そして子育ての安心感は少子化傾向の反転につながります。その支援の中核

的な役割を担うのが、主任保育士・主幹保育教諭です。 

○ 主幹保育教諭は認定こども園法に規定されている一方、主任保育士は法的に規定さ

れていません。また、主幹保育教諭の配置は公定価格上の配置基準に含まれていま

すが、主任保育士の配置については、要件を満たした場合に加算により措置される

という、果たしている役割の重要性に比べて非常に不安定な状況です。 

○ 主任保育士がその専門性を十分に発揮し、保育の質をさらに向上させ、地域でその

役割を果たすため、児童福祉法等に明確に位置付けるとともに、加算ではなく、公定

価格上の配置基準に含み、専任必置化とすることを明記してください。 

 

４．人口減少地域における保育のあり方 

○ 「『新子育て安心プラン』の後の保育提供体制について」において、「人口減少地域を

念頭に、多機能化や地域共生の観点での支援や、地域における子育ての拠点として

施設機能維持が必要ではないか」とされました。 

○ 人口減少地域において、子どもの育ちを保障し、子育て家庭を支援するため、真に必

要とされる社会資源として、また子どもの居場所が維持・確保できるよう、認可を受

けた保育施設等として地方自治体が責任を持って維持することなど、保育の場の確

保ができる施策の実現に取り組むことを明記してください。 

○ また、人口減少地域では、保育人材の確保も含め、地域の保育ニーズに即した保育の

提供が喫緊の課題です。これは、地域住民の生活の存続に直結する問題です。各地域

において、各々の自治体が地方版「子ども・子育て会議」を活性化し機能を向上させ、

地域の保育のあるべき姿を明確にするよう働きかけることを明記してください。 

 

５．子育て家庭の負担軽減 

○ 令和元年 10月から、3歳以上児の家庭及び 3歳未満児の住民税非課税世帯の家庭が

負担する保育料の無償化が実施されました。 

○ 少子化傾向を反転させるためには、すべての子どもの育ちについて、どこに生まれ

ても、どんな家庭に生まれても、健やかな育ちの保障することが必要です。 

○ その実現に向けて、「子ども・子育て支援金制度」を活用した無償化の拡充などの検

討について明記してください。 

 

６．働き方改革 

○ 2020 年にユニセフから発表された報告書において、日本は長時間（平均で週 50 時

間以上）働いている割合が最も高い国の一つであり、ワークライフバランスに苦慮



4 

 

している保護者が多い国でもあるとされています。 

○ 保育所等においても 11時間開所が求められ、保護者の就労の関係で、開所時間のす

べてを園で過ごす子どももいます。それは、国がめざす「こどもまんなか」の社会で

しょうか。 

○ 安心して子どもを産み育てる環境を整えるとともに、家族で過ごす時間を大事にし

ながら子育てができる社会とし、保護者の働き方も「こどもまんなか」にすること

が、少子化反転につながると考えます。日本の長時間労働を是正する施策をすすめ

ることを明記してください。 



社会保障・社会福祉をめぐる動向について

全国社会福祉法人経営者協議会

令和6年5月30日

１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」

２．規制改革推進会議

３．新しい資本主義実現会議

４．東京商工リサーチ「2024年1-4月「老人福祉・介護事業」の倒産調査」
５．九都市首脳会議「地方分権改革の実現に向けた要求」

６．社会保障審議会 生活困窮者自立支援及び生活保護部会

７．社会福祉充実残額の算定に関するQ&Aについて
８．社会福祉連携推進法人の設立状況

９．小規模法人のネットワーク化による協働推進事業

10．少子化対策、子ども・子育て支援
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１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」
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１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」



3

１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」
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１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」
本文より抜粋

・昨年の建議と
同様の記述

・主に介護事業を
運営する社会福祉
法人は平均して
費用の6か月分前後
の現預金・積立金
等を保有、その額
も増加している
との指摘は削除
されている。
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１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」
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１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」
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１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」
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１．財政審建議「我が国の財政運営の進むべき方向」
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２．規制改革推進会議

 全国経営協からは平田直之副会長が出席。

 社会福祉法人の経営状況と課題、特に賃金改善や人材確保が深刻な課題となって
いることを説明。

 法人の経営強化にあたっては、全産業と遜色ない水準までの早急な賃金改善と、
そのための経営努力、あるいは報酬などの公的価格の継続的な引上げが必要であ
ることを主張。

 さらに社会福祉法人の事業継続・事業展開に関して、6点を要望。
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２．規制改革推進会議
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３．新しい資本主義実現会議：三位一体の労働市場改革について議論
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３．新しい資本主義実現会議



４．東京商工リサーチ
「2024年1-4月「老人福祉・介護事業」の倒産調査」

13
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５．九都市首脳会議「地方分権改革の実現に向けた要求」

令和6年5月17日、熊谷俊人千葉県知事（九都県市首脳会議座長）から
内閣総理大臣（村井英樹 内閣官房副長官）に手交
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５．九都市首脳会議「地方分権改革の実現に向けた要求」
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６．社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会

 改正法案成立を受けて部会を開催。

 全国経営協からは浦野正男常任協議員が出席し、養護老人ホームなどの既存の
社会資源の活用と、現場でソーシャルワークを担う専門職育成のさらなる強化に
ついて提起。

 大西豊美委員からは、石川県での1.5次避難所での介護職派遣の取組が紹介され、
救護施設等のさらなる活用・展開を提起。

 朝川社会・援護局長は、部会での議論終了にあたり、潜在化している課題の掘り
起こし・言語化など示唆に富む意見をいただいたことに謝意を示すとともに、住
まい支援などの改正内容を実施していくには、各自治体での運用が重要であり、
引き続きご指導を仰ぎながら施策を展開していきたいとコメントした。
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６．社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会
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６．社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会
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６．社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会

（略）
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７．社会福祉充実残額の算定に関するQ&Aについて
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８．社会福祉連携推進法人の設立状況



９．小規模法人のネットワーク化による協働推進事業

22



10．少子化対策、子ども・子育て支援

23

子ども・子育て支援法等の一部改正法案
（令和6年2月16日 閣議決定・4月19日衆議院可決、5月17日～ 参議院審議中）

【法案の趣旨】
 こども未来戦略（令和５年１２月２２日閣議決定）の「加速化プラン」に盛り込まれた施策を着実に実行する
ため、ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化、全てのこども・子育て世帯を対象とする支
援の拡充、共働き・共育ての推進に資する施策の実施に必要な措置を講じるとともに、こども・子育て政
策の全体像と費用負担の見える化を進めるための子ども・子育て支援特別会計を創設し、児童手当等に
充てるための子ども・子育て支援金制度を創設する。

【法案の概要】

１．「加速化プラン」において実施する具体的な施策

（１）ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化
【①児童手当法、②子ども・子育て支援法】

（２）全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充
【①・②児童福祉法、子ども・子育て支援法等、③～⑤子ども・子育て支援法、⑥児童扶養手当法、
⑦子ども・ 若者育成支援推進法、⑧子ども・子育て支援法の一部を改正する法律】

（３）共働き・共育ての推進
【①雇用保険法等、②国民年金法】

２．子ども・子育て支援特別会計(いわゆる「こども金庫」)の創設 【特別会計に関する法律】

３．子ども・子育て支援金制度の創設
@全国社会福祉法人経営者協議会
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10．少子化対策、子ども・子育て支援

@全国社会福祉法人経営者協議会
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10．少子化対策、子ども・子育て支援

@全国社会福祉法人経営者協議会



令和 6 年 5 月 30 日  

 

全国保育協議会近畿ブロック府県市組織 代表者 様 

 

令和６年度近畿ブロック保育研究集会 京都府大会 

大 会 会 長 杉本 一久（一般社団法人京都府保育協会 会長） 

実行委員長 山口 昌保 

 

「令和６年度近畿ブロック保育研究集会京都府大会」申込締切の 

延長と参加奨励のお願いについて 

 

平素から当協会事業の推進に格別のご協力を賜り、厚く御礼申しあげます。 

さて、令和６年７月４日（木）～５日（金）に、ウエスティン都ホテル京都

にて開催を予定しています「令和６年度近畿ブロック保育研究集会京都府大会」

について、御周知及び参加奨励をいただき、ありがとうございます。 

現在の参加申込状況は下記のとおり 800 名余となっており、現在、京都府内

会員園へもはたらきかけを行っているところです。そのような状況のなか厚か

ましいお願いですが、皆さま方へは、あと一息の参加奨励をお願いいたしたく、

申込締切延長と合わせて、連絡させていただきます。 

どうぞ、よろしくお願いいたします。 
 

記 
 

1. 申込締切の延長 

 【延長後】６月１５日（土）   （参考・延長前）５月３１日（金） 

 

2. 参加申込状況 

  

 

一般社団法人京都府保育協会 事務局（澤村） 
〒604-0874  
京都市中京区竹屋町通烏丸東入る清水町 375 
京都府立総合社会福祉会館（ハートピア京都）8 階 

TEL：(075)223-8960   FAX：(075)223-8961 
Email：vip-kyotofu@kyotofu-hoiku.or.jp 

 

府県市名 目標人数 5/29現在申込者数

大阪府 208 153
大阪市 4 22
兵庫県 124 110
神戸市 66 72
滋賀県 93 70
奈良県 51 61
和歌山県 22 55
京都市 72 42
京都府 260 234
その他 0 2
合計 900 821



令和６年度「保育士等キャリアアップ研修」対象研修（予定）

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

乳児保育 eラーニング 500人

幼児教育 eラーニング 500人

保護者支援
子育て支援

eラーニング 500人

マネジメント eラーニング 300人

障がい児保育 集合 60人
17
19
21

保健衛生
安全対策

集合 60人
12月中
(2日間)

保育士会
食育

アレルギー対応
集合 80人

7
8
9

11月中旬～12月下旬

分野 形式主催者
募集
定員

令和6年

保育部会

12月上旬～1月下旬

令和7年

7/16～8/30

9月中旬～10月下旬 2月中旬～3月下旬



令和６年５月１０日 

 

令和６年度保育関係資料集 設問等の変更点について 
 

市町村アンケート調査票の変更点  

 

【設問５ 障がい児保育実施数調べ】 

 

（変更前） 

 
 

（変更後） 

 
 

【設問１８ 認定こども園及び保育所の実施計画数】 

 

（変更前） 

新設及び移行（民営化は含まない）について計画がある場合は以下の表に記入して下さい。ない場合は０を記入

して下さい。 

 
 

（変更後） 

新設する計画がある場合は以下の表に記入して下さい。ない場合は０を記入して下さい。 

 

民間こども園への入所

公立保育所への入所

障がい児保育申請数

入
所
数

民間保育所への入所

公立こども園への入所

２歳児 ３歳児 ４歳児０歳児 １歳児 合計

0

５歳児

0

0

0

0

民間こども園への入所

公立保育所への入所

入
所
数

民間保育所への入所

公立こども園への入所

２歳児 ３歳児 ４歳児０歳児 １歳児 合計

0

５歳児

0

0

0

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

幼保連携型認定こども園(公立)

幼稚園型認定こども園

地方裁量型認定こども園

幼保連携型認定こども園（学校法人）

保育所型認定こども園

今年度実施計画

幼保連携型認定こども園(社会福祉法人)

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所

ヵ所保育所

幼保連携型認定こども園(公立)

幼稚園型認定こども園

地方裁量型認定こども園

幼保連携型認定こども園（学校法人）

保育所型認定こども園

今年度実施計画

幼保連携型認定こども園(社会福祉法人)
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掲載内容の変更点 

 

【各市概況】 

 

（変更前） 

 
 

（変更後） 

 
 

【保育所及び認定こども園に対する総支出費用】 

 

（変更前） 

  
 

（変更後） 

 

4,414 822 53 914 1,134 3,914 3,089 高槻市

3,580 374 21 381 1,180 3,649 2,825 茨木市

1,095 80 5 84 181 1,355 960 摂津市

6,895 687 46 778 720 4,444 3,314 吹田市

3,330 389 16 328 2,650 5,130 3,692 豊中市

905 125 9 136 671 1,533 1,231 箕面市

560 84 5 74 752 1,279 842 池田市

587 33 4 55 33 564 378 島本町

180 0 0 0 8 94 53 豊能町

0 0 0 0 37 54 28 能勢町

幼稚園利用
定員総数

地域型保育事業
入所児童総数

地域型保育事業
施設総数

地域型保育事業
利用定員総数

1号認定
入所児童数

2号認定
入所児童数

3号認定
入所児童数

市町村名

4,414 822 53 914 101.0% 106.3% 41.8% 89.9% 1,134 3,914 3,089 高槻市

3,580 374 21 381 92.1% 102.5% 47.2% 98.2% 1,180 3,649 2,825 茨木市

1,095 80 0 84 90.8% 102.5% 36.1% 95.2% 181 1,355 960 摂津市

6,895 687 46 778 92.5% 99.4% 54.3% 88.3% 720 4,444 3,314 吹田市

3,330 389 16 328 91.3% 99.3% 65.3% 118.6% 2,650 5,130 3,692 豊中市

905 125 9 136 84.6% 98.0% 51.5% 91.9% 671 1,533 1,231 箕面市

560 84 5 74 91.9% 105.8% 62.0% 113.5% 752 1,279 842 池田市

587 33 4 55 89.7% 93.7% 34.8% 60.0% 33 564 378 島本町

180 0 0 0 34.0% 115.6% 40.6% - 8 94 53 豊能町

0 0 0 0 16.2% 53.3% - - 37 54 28 能勢町

こども園
定員充足率

保育所
定員充足率

地域型保育事業
定員充足率

幼稚園
定員充足率

幼稚園利用
定員総数

地域型保育事業
入所児童総数

地域型保育事業
施設総数

地域型保育事業
利用定員総数

1号認定
入所児童数

2号認定
入所児童数

3号認定
入所児童数

市町村名

市町村名 園数 総定員 総入所児数 総　費　用 費用（一人当たり） 園数 総定員 総入所児数 総　費　用 費用（一人当たり）

高槻市 8 840 924 1,662,911,241 1,799,687 4 570 495 851,176,994 1,719,549

茨木市 5 490 555 0 0 6 710 614 0 0

摂津市 0 0 0 0 0 3 390 294 540,405,461 1,838,114

吹田市 12 1,386 1,364 2,756,237,369 2,020,702 11 1,030 874 499,395,238 571,390

豊中市 0 0 0 0 0 24 3,255 2,950 1,677,939,907 568,793

箕面市 3 400 347 831,746,023 2,396,963 0 0 0 0 0

池田市 1 60 54 156,260,771 2,893,718 4 640 557 697,934,594 1,253,024

島本町 2 210 201 200,490,150 997,463 0 0 0 0 0

豊能町 1 90 104 174,931,979 1,682,038 1 150 51 143,778,218 2,819,181

能勢町 1 120 64 0 0 0 0 0 0 0

公　立　保　育　所 公　立　こ　ど　も　園

市町村名 園数 総定員 総入所児数 総　費　用 園数 総定員 総入所児数 総　費　用

高槻市 8 840 924 1,662,911,241 4 570 495 851,176,994

茨木市 5 490 555 0 6 710 614 0

摂津市 0 0 0 0 3 390 294 540,405,461

吹田市 12 1,386 1,364 2,756,237,369 11 1,030 874 499,395,238

豊中市 0 0 0 0 24 3,255 2,950 1,677,939,907

箕面市 3 400 347 831,746,023 0 0 0 0

池田市 1 60 54 156,260,771 4 640 557 697,934,594

島本町 2 210 201 200,490,150 0 0 0 0

豊能町 1 90 104 174,931,979 1 150 51 143,778,218

能勢町 1 120 64 0 0 0 0 0

北
摂

公　立　保　育　所 公　立　こ　ど　も　園
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保育士 幼稚園教諭子育て支援員 看護師 無資格 その他

※その他に〇をした場合は、その詳細をご記入ください。

34,医療的ケア児の申請数及び入所児童数
昨年度中の申請数に対して、今年の４月１日までの入所児童数をご回答下さい。

合計

0

0

35,子育て世帯の流入促進や流出を防ぐために行っている子育て世帯に対しての補助、支援について
の取り組み内容について回答して下さい。

36,子ども誰でも通園制度について実施しているか回答して下さい。
実施している場合はその施設数を回答してください。なお、実施していない場合は０と記入して下さい。

公立保育所 公立幼稚園 公立こども園 民間保育所 民間幼稚園 民間こども園

37,子ども誰でも通園制度を実施している施設に対して市独自の補助金の上乗せ等があれば、
その内容を具体的に回答してください。
実施していない市町村については“未実施”と回答してください。

公立保育所 公立認定こども園

実施の有無

（例）第２子以降は保育料無償化、０～２歳児の保育料無償化、１８歳までの医療費助成、保幼小の給食費無償化

民間保育所 民間認定こども園

33,障がい児加配に対応可能な職員の資格要件について回答して下さい。

例）児童福祉施設に２年以上勤務経験がある者

申請数

入所数
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